
土砂災害警戒避難ガイドライン検討委員会 
 

―土砂災害警戒避難に係る課題とその対応― 
 

１．目的 

 
平成 13 年 4 月に施行された土砂災害防止法により、土砂災害警戒区域等の指

定を受けた地域では、土砂災害を防止するために必要な警戒避難体制に関する

事項を市町村地域防災計画に定めること等が規定されています。また、平成 18
年 9 月には、近年の土砂災害の課題への対応を進めるため、国土交通大臣が土

砂災害防止対策基本指針を変更し、警戒避難体制の充実を図ることとしたとこ

ろです。 
一方、近年、多数の台風や集中豪雨により日本各地で土砂災害が発生し、多

くの人命が失われました。これらの土砂災害に対する警戒避難体制の課題とし

て、①災害発生前に避難勧告等の発令が少ない ②避難勧告等を発令しても住民

が避難しない ③災害時要援護者の被災 ④危険箇所にある避難所が被災 等が

挙げられているところです。 
これらを受けて、国土交通省においても、市町村の土砂災害に対する警戒避

難体制の整備を支援するため、土砂災害に対して特に留意すべき事項として、

避難勧告等の発令基準や発令区域の特定、災害時要援護者に対する避難支援、

土砂災害に対して安全な避難場所の選定、防災教育等による防災意識の高揚等

の考え方と全国の最新事例等をとりまとめた実践的な「土砂災害警戒避難ガイ

ドライン（仮称）」を作成するものとしました。 
このガイドラインを作成するにあたり、学識経験者等による検討を行うため

「土砂災害警戒避難ガイドライン検討委員会」を設置するものです。 
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